
RS名 事業概要 論点 見直しの方向性 担当課室の意見

障害児入所給付費等負担金
等

都道府県等が支弁する障害児入所給付費等に要する費用を
負担するもの。

事業所数や利用者数の増加が著しい実態を踏まえ、利用実
態を把握・分析のうえ、令和９年度障害福祉サービス等報
酬改定等を含めた制度の在り方を検討すべき。

〇 制度の公平性・持続可能性・透明性を確保するために
抜本的な見直しが必要ではないか。
〇 運営主体によって、収支差率に差が出る構造は望まし
くないため、生じている差異を是正する方策を検討し対応
すべきではないか。

○事業所数は拡大しているものの、報酬体系や運営構造の影響に
より、支援の必要性が高いこどもほど利用しにくい実態等、制度
が本来の目的どおりに機能していない可能性がある。
○　公費で運営される制度であるにもかかわらず、運営主体の違
いによって収支差率に差が生じているということは、報酬体系の
構造によって収益が左右されている可能性がある。

事業名

障害児入所給付費等負担金等



令和８年度
こども家庭庁行政事業レビュー公開プロセス

説明資料

障害児支援課



障害福祉施策の所管について

• こども家庭庁は、子育て支援施策の中で障害や発達に課題のあるこどもへの支援を所掌し、障
害児の福祉の増進や保健の向上（障害児福祉サービス、医療的ケア児への支援等）を担う。

• 厚生労働省は、障害者の福祉の増進や保健の向上（障害者に対するサービス、障害者と障害児
を一体として支援する施策等）を担う。

こども家庭庁 厚生労働省

・児童福祉法の
障害児福祉サービス

（児童発達支援、
放課後等デイサービス等）

・医療的ケア児への支援
等

・障害者総合支援法の
障害者のみが利用する
障害福祉サービス
（就労系サービス等）

・障害者手帳
・障害者手当 等

共管
・障害者総合支援法の
障害者と障害児が
両方利用する
障害福祉サービス
（居宅介護等) 等

○こども家庭庁設置法
（所掌事務）
第四条 こども家庭庁は、前条第一項の任務を達成するため、
次に掲げる事務をつかさどる。
八 第四号から前号までに掲げるもののほか、こども、こ
どものある家庭及び妊産婦その他母性の福祉の増進に関
すること。

十二 こどもの保健の向上に関すること（児童福祉法（昭
和二十二年法律第百六十四号）の規定による小児慢性特
定疾病医療費の支給等に関することを除く。）。

○厚生労働省設置法（平成11年法律第97号）
（所掌事務）
第四条 厚生労働省は、前条第一項及び第二項の
任務を達成するため、次に掲げる事務をつかさ
どる。
八十七 障害者の福祉の増進に関すること。
八十八 障害者の保健の向上に関すること。
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就労定着支援 一般就労に移行した人に、就労に伴う生活面の課題に対応するための支援を行う

自立生活援助 一人暮らしに必要な理解力・生活力等を補うため、定期的な居宅訪問や随時の対応により日常生活における課題を
把握し、必要な支援を行う

共同生活援助 夜間や休日、共同生活を行う住居で、相談、入浴、排せつ、食事の介護、日常生活上の援助を行う
居宅における自立した日常生活への移行後の定着に関する相談等の援助を行う

自立訓練（機能訓練） 自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、身体機能の維持、向上のために必要な訓練を行う

自立訓練（生活訓練） 自立した日常生活又は社会生活ができるよう、一定期間、生活能力の維持、向上のために必要な支援、訓練を行う

就労選択支援 障害者本人が就労先・働き方についてより良い選択ができるよう、就労アセスメントの手法を活用して、本人の希望、
就労能力や適性等にあった選択の支援を行う

就労移行支援 一般企業等への就労を希望する人に、一定期間、就労に必要な知識及び能力の向上のために必要な訓練を行う

就労継続支援（A型） 一般企業等での就労が困難な人に、雇用して就労の機会を提供するとともに、能力等の向上のために必要な訓練を
行う

就労継続支援（B型） 一般企業等での就労が困難な人に、就労する機会を提供するとともに、能力等の向上のために必要な訓練を行う

施設入所支援 施設に入所する人に、夜間や休日、入浴、排せつ、食事の介護等を行う

短期入所 自宅で介護する人が病気の場合などに、短期間、夜間も含めた施設で、入浴、排せつ、食事の介護等を行う

療養介護 医療と常時介護を必要とする人に、医療機関で機能訓練、療養上の管理、看護、介護及び日常生活の世話を行う

生活介護 常に介護を必要とする人に、昼間、入浴、排せつ、食事の介護等を行うとともに、創作的活動又は生産活動の機会を
提供する

居宅介護 自宅で、入浴、排せつ、食事の介護等を行う

重度訪問介護
重度の肢体不自由者又は重度の知的障害若しくは精神障害により行動上著しい困難を有する者であって常に介護
を必要とする人に、自宅で、入浴、排せつ、食事の介護、外出時における移動支援、入院時の支援等を総合的に行
う

同行援護 視覚障害により、移動に著しい困難を有する人が外出する時、必要な情報提供や介護を行う

行動援護 自己判断能力が制限されている人が行動するときに、危険を回避するために必要な支援、外出支援を行う

重度障害者等包括支援 介護の必要性がとても高い人に、居宅介護等複数のサービスを包括的に行う

（注）１.表中の「   」は「障害者」、「    」は「障害児」であり、利用できるサービスにマークを付している。 ２.利用者数及び施設・事業所数は、令和 年 月サービス提供分（国保連データ）者 児
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計画相談支援

【サービス利用支援】
・ サービス申請に係る支給決定前にサービス等利用計画案を作成
・ 支給決定後、事業者等と連絡調整等を行い、サービス等利用計画を作成
【継続利用支援】
・ サービス等の利用状況等の検証（モニタリング）
・ 事業所等と連絡調整、必要に応じて新たな支給決定等に係る申請の勧奨

障害児相談支援
【障害児利用援助】
・ 障害児通所支援の申請に係る給付決定の前に利用計画案を作成
・ 給付決定後、事業者等と連絡調整等を行うとともに利用計画を作成
【継続障害児支援利用援助】

地域移行支援 住居の確保等、地域での生活に移行するための活動に関する相談、各障害福祉サービス事業所への同行支
援等を行う

地域定着支援 常時、連絡体制を確保し障害の特性に起因して生じた緊急事態等における相談、障害福祉サービス事業所
等と連絡調整など、緊急時の各種支援を行う

福祉型障害児入所施設 施設に入所している障害児に対して、保護、日常生活の指導及び知識技能の付与を行う

医療型障害児入所施設 施設に入所又は指定医療機関に入院している障害児に対して、保護、日常生活の指導及び知識技能の付
与並びに治療を行う

居宅訪問型児童発達支援 重度の障害等により外出が著しく困難な障害児の居宅を訪問して発達支援を行う

保育所等訪問支援 保育所、乳児院・児童養護施設等を訪問し、障害児に対して、障害児以外の児童との集団生活への適応の
ための専門的な支援などを行う

児童発達支援
センター

地域の障害児の健全な発達において中核的な役割を担う機関として、障害児を日々保護者の下から通わせて、
高度の専門的な知識及び技術を必要とする児童発達支援を提供し、あわせて障害児の家族、指定障害児通
所支援事業者その他の関係者に対し、相談、専門的な助言その他の必要な援助を行う

センター以外 日常生活における基本的な動作及び知識技能の習得並びに集団生活への適応のための支援、その他必要な
支援を行う

放課後等デイサービス 授業の終了後又は休校日に、児童発達支援センター等の施設に通わせ、生活能力向上のための必要な訓練、
社会との交流促進などの支援を行う
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2,320億円

2,810億円
3,420億円

3,835億円
4,256億円

4,483億円

4,690億円

4,871億円

5,148億円

障害児措置費・給付費（義務的経費）

自立支援給付費等（義務的経費）

障害福祉サービス関係予算額は１９年間で約４．５倍に増加している。

5,129億円

5,585億円
（+8.9%）

5,706億円
（+2.2%）

6,430億円
（+12.7%）

7,058億円
（+9.8%）

8,104億円
（+14.8%）

9,001億円
（+11.1%）

（億円）

障害福祉サービス等予算の推移

10,055億円
（+11.7%）

10,530億円
（+4.7%）

11,244億円
（+6.8%）

12,319億円
（+9.6%）

13,468億円
（+9.3%）

14,695億円
（+9.1%）

15,998億円
（+8.9%）

16,946億円
（+5.9%）

18115億円
（+6.9%）

19,211億円
（+6.1%）※ 令和５年度からはこども家庭庁計上（ ）

20,341億円
（+5.9%）

21,402億円
（+5.2%）

23,293億円
（+8.8%）
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		列1		自立支援給付費等（義務的経費） ジリツシエンキュウフヒトウギム		障害児措置費・給付費（義務的経費） ショウガイジソチヒキュウフヒ		計 ケイ

		平成19年度 ヘイセイネンド		4,622億円		507億円		5,129

		平成20年度 ヘイセイネンド		5,090億円		495億円		5,585		8.9%

		平成21年度 ヘイセイネンド		5,228億円		478億円		5,706		2.2%

		平成22年度 ヘイセイネンド		5,873億円		557億円		6,430		12.7%

		平成23年度 ヘイセイネンド		6,498億円		560億円		7,058		9.8%

		平成24年度 ヘイセイネンド		7,582億円		522億円		8,104		14.8%

		平成25年度 ヘイセイネンド		8,376億円		625億円		9,001		11.1%

		平成26年度 ヘイセイネンド		9,215億円		840億円		10,055		11.7%

		平成27年度 ヘイセイネンド		9,475億円		1,055億円		10,530		4.7%

		平成28年度 ヘイセイネンド		9,850億円		1,395億円		11,245		6.8%

		平成29年度 ヘイセイネンド		10,542億円		1,778億円		12,320		9.6%

		平成30年度 ヘイセイネンド		11,148億円		2,320億円		13,468		9.3%

		令和元年度 レイワガンネンド		11,885億円		2,810億円		14,695		9.1%

		令和２年度 レイワネンド		12,578億円		3,420億円		15,998		8.9%

		令和３年度 レイワネンド		13,111億円		3,835億円		16,946		5.9%

		令和４年度 レイワネンド		13,859億円		4,256億円		18,115		6.9%

		令和５年度 レイワネンド		14,728億円		4,483億円		19,211		6.1%

		令和６年度 レイワネンド		15,651億円		4,690億円		20341		5.9%

		令和７年度 レイワネンド		16,531億円		4,871億円		21,402億円		5.2%

		令和８年度 レイワネンド		18,145億円		5,148億円		23,293億円		8.8%
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R5→R6年度の主なサービスごとの年間総費用額の推移と伸び率

 年間総費用額全体に占める割合が１％以上のサービス類型について、R5年度からR6年度にかけての年間総費用額の伸び幅・伸び率は
以下のとおり。

年間総費用額と伸び幅・伸び率 サービスごとの年間総費用額と伸び率の比較（イメージ）

10.1%

14.5%
14.9%

2.3%

5.6%

16.5%

13.2%

7.2% 4.6%

20.1%

14.3% 14.9%

R5年度 R6年度 伸び率
(R5→R6)

年間総費用額（億円） 伸び幅
(R5→R6)

伸び率
(R5→R6)R5年度 R6年度

居宅介護 2,600 2,863 263 10.1%
重度訪問介護 1,417 1,622 205 14.5%
短期入所 511 586 76 14.9%
療養介護 697 713 16 2.3%
生活介護 8,602 9,085 483 5.6%

施設入所支援 2,124 2,475 351 16.5%
共同生活援助 4,163 4,712 548 13.2%
就労移行支援 800 858 57 7.2%

就労継続支援Ａ型 1,792 1,875 83 4.6%

就労継続支援Ｂ型 5,242 6,294 1,052 20.1%

児童発達支援 2,388 2,728 341 14.3%
放課後等デイサービ

ス 5,306 6,098 792 14.9%

障害者 29,234 32,548 3,315 11.3%
障害児 8,067 9,261 1,194 14.8%
全体 37,300.7 41,809.8 4,509 12.1%

（出典）国保連データ
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経営主体別の収支差率（児童発達支援）
※ 令和7年障害福祉サービス等経営概況調査
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経営主体別の収支差率（放課後等デイサービス）
※ 令和7年障害福祉サービス等経営概況調査
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（参考）財政制度等審議会における検討資料①
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（参考）財政制度等審議会における検討資料②
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